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１． は じ め に

包括的核実験禁止条約（Conprehensive Nu-

clea-Test-Ban Treaty, CTBT）機関準備委員会

は，条約遵守を検証するための国際監視体制の

整備を進めている。日本原子力研究開発機構（以

下，原子力機構）は，核兵器を究極的に廃絶し，

原子力の平和利用を推進する国の基本的な政策

に基づき，CTBTに関して，条約遵守を検証

するための国際・国内体制のうち放射性核種に

係わる施設・システム等の整備・開発を行って

いる。条約議定書に記載された国際監視制度

（International Monitoring System, IMS）のう

ち，原子力機構では沖縄監視観測所（RN３７），

高崎監視観測所（RN３８）及び東海公認実験施

設（RL１１）の整備・運用を行うとともに，国

内データセンター（National Data Center, NDC）

に係わる技術開発研究も実施している１）。

一方，国際原子力機関（International Atomic

Energy Agency, IAEA）は，保障措置強化策

の一環として，環境試料分析法の導入を１９９５

年に決定した。これは，世界各国の原子力施設

の内外から環境試料を採取し，その中に含まれ

る極微量のウラン及びプルトニウムの同位体比

を測定することによって，未申告活動の痕跡等

を探知するものである。我が国では，IAEAの

保障措置強化策に的確に対応し，自らも環境試

料分析技術を通じて未申告活動を検知するのに

必要な能力を確保することとしている。原子力

機構は，このような IAEAの保障措置強化策

の一つである環境試料分析に対応するため，国

からの委託を受けて極微量核物質の分析技術の

開発を行っている。この目的のためにクリーン

ルーム施設である高度環境分析研究棟（Clean

Laboratory for Environmental Analysis and

Research, CLEAR）を整備・運用し，環境試

料中に含まれる極微量核物質の基本的な分析技

術を開発している。

本報告書では，まず原子力機構における

CTBT検証制度に関連する核不拡散技術開発

研究の状況について報告する。その主題は，

（i）CTBT検証制度の概要，（ii）RN３７，RN３８

並びにRL１１の整備及び運用，（iii）放射性核

種データのためのNDCの整備である。次に，
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（iv）保障措置に係わる環境試料分析の技術開

発の状況とともに，極微量の核物質を対象とす

るスワイプ試料の（v）バルク分析，（vi）パー

ティクル分析，（vii）ホットセル試料分析に係

わる技術を紹介する。このようなCTBT超高

感度放射能測定技術開発やCLEARにおける核

物質の極微量分析は，核不拡散のための国際貢

献として意義がある。

２． CTBT のための超高感度放射能測定

２・１ CTBT検証制度

現在，条約署名国をメンバーとするCTBT

機関準備委員会において，国際検証体制の整備

が進められている。２００６年４月１２日現在の条

約署名国は１７６か国，批准国は１３２か国である。

条約の発効には原子力開発利用能力を有する

４４か国が批准することが必要要件であるが，

この内，３４か国が批准している。未署名国は

インド，パキスタン，北朝鮮であり，未批准国

は中国，コロンビア，エジプト，インドネシア，

イラン，イスラエル，米国である。日本は１９９６

年９月に署名し，１９９７年７月に批准している。

CTBT機関準備委員会の２００６年予算は約

１０２．５百万ドルであり，このうち日本の分担金

は約１９．７％を占め，米国に次いで２番目とな

っている。条約発効時期は未定であるが，現在

の予算規模を維持して２００７～２００９年に技術的

な国際検証体制を確立する計画になっている。

２００２年からは発効前の運用体制について，そ

の意義・目的に関して具体的検討を開始してい

る。

CTBTの IMSは，地震波，放射性核種，水

中音響，微気圧振動を監視する四つの技術を利

用した世界３２１か所の観測所及び１６か所の公

認実験施設から構成され，更にその測定結果を

世界的情報通信基盤（Global Communications

Infrastructure, GCI）により国際データセンター

（International Data Center, IDC）に送り，そ

こから各国のNDCへ配信して，核爆発実験が

実施されたか否かを監視する仕組みであり，現

在その整備が進められている。図１にCTBT

検証制度の仕組みを示す。このうちの世界８０

か所に整備される放射性核種監視観測所は，核

実験で大気中に放出される特有の微量放射性核

種を高感度の観測システムで検出するものであ

る。地下核実験の場合，地震波の監視により異

図１ CTBT検証制度の仕組み
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常検知を行い，更に大気中に放出された放射性

核種を監視することにより総合的な評価を行う。

放射性核種観測の結果，異常が認められる場合

には，公認実験施設で更に詳細な分析が行われ

ることになる。このうち原子力機構では放射性

核種に関する観測所及び放射性核種実験施設の

整備・運用を担当している。図２に日本国内の

CTBT観測所と放射性核種実験施設の位置を

示す。

２・２ CTBTにおける超高感度放射能測定

放射性核種監視ネットワークの設計では，「１

kt（キロトン）相当の核爆発（広島での原爆は，

約１５～２０kt と推定されている）をほぼ１４日

以内に９０％以上の確率で探知する」という基

準に基づき，核実験後１０日前後で最も放射能

の強い核種である１４０Ba（２×１０１５Bq）及び１３３Xe

（１×１０１５Bq）を放出源核種として，大気中，水

中，地下での核爆発におけるこれら放射性核種

の全地球規模での大気輸送計算（シミュレーシ

ョン）を行い，観測所の数，場所，更には観測

方法とその感度等の最低技術要件を詳細に定め

ている。

２・３ RN３７，RN３８並びにRL１１の整備及び

運用

２・３・１ 高崎放射性核種監視観測所（RN３８）

高崎放射性核種監視観測所は，日本国内１０

か所の観測所（図２参照）の中で最初に認証を

取得した観測所であり，２００４年２月に世界８０

か所の観測所のうち２３番目として認証された。

群馬県高崎市の原子力機構高崎量子応用研究所

内に設置された放射能観測装置は，大気中の微

粒子捕集（約１０００m３/h）の後，γ 線測定（検
出感度：１４０Ba で約１０µBq/m３）をして IDCへ
のデータ送信までの操作を全自動で行うシステ

ムであり，２４時間連続運転される。観測所の

役割は，第一に，γ 線スペクトルデータ等の計

図２ 日本国内のCTBT観測所及び放射性核種実験施設
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測データを毎日ウィーンの IDCに送ることで

ある（図１参照）。データ通信には，改ざんや

偽りがないなど，データの信頼性を保証するこ

とが求められている。観測所では，スペクトル

のデータ解析は行わず，得られたスペクトルデ

ータをGCI によりウィーンへ送信する。IDC

で受信する各観測所からのデータ取得率は

９５％以上が求められるため，トラブルなどで

観測所に許容される停止期間は年間で１５日以

下，連続で７日以内と規定されている。そのた

め，観測所では，設置された大気集塵機，γ 線
計測機器，衛星通信機器などの観測所機器（全

自動放射性粒子モニタリング装置Radionuclide

Aerosol Sampler/Analyzer, RASAなど）を管

理・保守し，観測所機能を健全に維持すること

が重要となっている。図３にCTBT放射性核

種監視観測所の構成を示す。また高崎観測所

（RN３８）の外観を図４に示す。

放射性核種監視観測所のもう一つの重要な役

割は，特定のフィルタ試料を決められた手順に

基づいて，公認実験施設に送ることである。指

定された試料には，レベル５（CTBT関連核種

リスト―核実験により生じる１４０Ba などの特定

放射性核種リスト―に挙げられている核種が二

つ以上認められる場合）に分類された試料が含

まれる。レベル５の試料の場合は，当該試料を

決められた手順に基づいて，２ないし３分割し

て複数の公認実験施設に送ることとなるが，試

料の分割に際しては汚染がないよう，専門的知

識に基づいた細心の注意が必要となる。

２・３・２ 沖縄放射性核種監視観測所（RN３７）

RN３７に関しては，沖縄県国頭郡恩納村にあ

る宇宙航空研究開発機構（Japan Aerospace Ex-

ploration Agency, JAXA）が所有する沖縄宇宙

通信所「旧１４８MHz帯送信棟」を改修し，

RN３８と同じ大気放射性粒子自動計測装置

図４ 放射性核種監視測定所（RN３８）の外観

図３ CTBT放射性核種監視観測所の構成
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（RASA）を設置してCTBT沖縄放射性核種観

測所とする準備が進められている。このために

２００４年９月に原子力機構とCTBT機関との間

で基盤整備契約を締結した。２００６年度中に観

測機器を設置して初期試験を実施し，運用を開

始する予定である。

２・３・３ 東海公認実験施設（RL１１）

CTBT公認放射性核種実験施設（公認実験

施設）では，世界８０か所に設置される放射性

核種監視観測所の大気粒子捕集フィルタ試料等

について，観測所の品質管理のための詳細分析，

核爆発起源の核分裂生成（fission products, FP）

核種の有無を検証するための詳細測定，観測所

の品質管理，標準試料の作成，分析技術の開発

等を行う。茨城県東海村にある原子力機構原子

力科学研究所は，条約議定書に記載されている

世界１６か所のCTBT関連研究所の一つ（RL

１１）である。公認実験施設の技術要件について

はCTBT機関によって厳密に定められており，

例えば高純度Ge検出器による γ 線測定に関し
て，検出限界（minimum detectable activity,

MDA, for１４０Ba）は＜２４mBqでなければならな

い。また公認実験施設の測定技術の熟達度評価

として，CTBT機関が主催する国際相互比較

試験に参加することが義務付けられている。

２００４年国際比較試験におけるRL１１の分析結

果を図５に示す。ここでは１７種類の放射性核

種（０．０１～７．３Bq）について，CTBT機関の

参照値とRL１１の測定値の差異を示した。これ

らの比較試験対象核種のうち，２４mBq以下の

ものは９５mNb（１２mBq），１１０mAg（１３mBq），１３３Ba

（２３mBq）及び１３７Cs（１０mBq）である。RL１１

の分析結果は，CTBT機関暫定技術事務局に

より，最も優れたものであるとの評価を得てお

り，現在，CTBT機関準備委員会の認証に向

けて準備を進めている。

２・３・４ 国内データセンター（NDC）

IMSから得られるデータを IDCから受信し

て解析評価し，各締約国が責任を有する条約遵

守に係わる判断に関し，技術的評価を行う機関

がNDCである。その規模や役割に関しては，

条約上何ら義務規定はなく各締約国の裁量に任

されており，各国の判断に応じて整備すること

となっている。原子力機構のNDCでは，IDC

から世界中の観測所で測定された放射性核種デ

ータを受信して試験的に解析評価するとともに，

大気拡散モデルコード（Worldwide Version of

System for Prediction of Environmental Emer-

gency Dose Information, WSPEEDI）を用いた

放出源情報推定のためのシステム開発を行って

いる。NDCでは，このような γ 線解析技術や
大気拡散バックトラッキングなど，NDC整備

図５ ２００４年国際比較試験における東海公認実験施設（RL１１）の分析結果

（Ag-１１０mと Sm-１５３は未報告）
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に必要な研究技術開発も行っている。

３． 保障措置のための環境試料分析

３・１ 環境試料分析技術の開発

IAEAにおける実際の環境試料分析は，

IAEA自身が保有する保障措置分析所（IAEA-

SAL）の他，高度な分析能力を有することが

IAEAにより認定された，欧米諸国を中心とす

る分析所（ネットワーク分析所）で分担して実

施されている。２００２年には，IAEAの専門家

による現地調査の結果，旧原研（現在の原子力

機構）の分析技術は，施設や品質管理体制も含

めて，極めて高いレベルにあると評価され，こ

れを受けて，IAEAは原子力機構をネットワー

ク分析所として認定することを決定した。

原子力機構原子力科学研究所では，CLEAR

（浮遊粒子に関する清浄度は，クリーンルー

ム：ISO Class ５～７，クリーンフード及びク

リーンベンチ：ISO Class４）という清浄度の高

い環境下において，極微量のウラン及びプルト

ニウムの同位体比を高精度に分析する技術の開

発を進めている。更に燃料サイクル安全工学研

究施設（Nuclear Fuel Cycle Safety Engineering

Research Facility, NUCEF）において，ホット

セル試料の分析技術の開発も実施している。こ

こでは，放射線計測により環境試料を採取した

スワイプ試料（IAEAスワイプ材：Texwipe-

３０４）のスクリーニングを行い，放射能として

１Bq程度のウランあるいはプルトニウムを含む

試料はCLEARにおいてバルク分析やパーティ

クル分析を行っている。これ以上の量の核物質

を含む試料については，原則としてホットセル

試料として扱い，その分析はNUCEFで行う。

環境試料分析の流れを図６に示した。

３・１・１ バルク分析

バルク分析では，スワイプ試料をマッフル炉

で灰化したのちフッ化水素酸や過塩素酸を用い

て酸分解し，イオン交換法によりウランとプル

トニウムを分離・精製し，誘導結合プラズマ型

質量スペクトロメータ（Inductively Coupled

Plasma-Mass Spectrometer, ICP-MS）を用い

てウランとプルトニウムの定量と同位体組成を

測定する。正確な分析を可能とするため，ICP-

MS の測定については装置運転条件の最適化と

妨害元素の影響を評価し，それに適した高い回

収率と除染係数が得られる化学処理スキームを

開発した２）―４）。

原子力機構は，これらの分析技術を検証する

ため，標準物質測定研究所（Institute for Refer-

ence Material Measurement, IRMM）が主催す

る国際共同分析に毎年参加している。試料は約

１００ngのウランを含む４種類の模擬海水であ

り，これを分離・精製したのち同位体分析を行

った。その結果，原子力機構は参加２１機関中

で最も好成績であった。

分析操作全体に係わるウランのプロセスブラ

ンクは５～１０pgである。プロセスブランクへ

寄与する因子を図７に示した。試薬に含まれる

不純物（メーカー保証値からの推定値）と蒸発

乾固の際にテフロン容器から溶出するウランの

寄与が大きいことがわかる。同図には，現在

IAEAがスワイプ材として使用しているTex-

wipe-３０４に不純物として含まれるウランの量

（１～５ng）も併せて示した。この量はプロセ

スブランクの１００倍以上であるため，スワイプ

試料に含まれるウラン量が少ない場合には，正

確な分析結果を得ることが困難になる。そこで，

スワイプ材から粒子を選択的に回収する真空吸

引法を考案するとともに，Texwipe-３０４に替わ

図６ 保障措置環境試料分析の流れ
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りうるスワイプ材を検討した。高温（５５０℃）

で灰化することが可能であり，しかもウラン不

純物が少ない（約５０pg）人工繊維製のスワイプ

材（Exlan）をメーカーと共同試作した。この

新しいスワイプ材は IAEAに提供され，現在

各ネットワーク分析所にて試験評価されている。

３・１・２ パーティクル分析

パーティクル分析では，二次イオン質量スペ

クトロメータ（Secondary Ion Mass Spectrome-

ter, SIMS）を用いて，粒径１µm程度までの粒
子のウラン同位体比の測定法を確立した５）。ま

た，粒子の効果的な回収法として，吸引により

粒子をスワイプ材から直接試料台に捕集するイ

ンパクター法を開発した。これは他の手法（超

音波法や低温灰化法）に比べて，スワイプ材の

繊維の混入が少なく，試料台に粒子が適度に分

散するという優れた特徴を有している。更に，

粒子のスクリーニングに全反射蛍光X線分析

装置（Total Reflection X-Ray Fluorescence,

TXRF）を適用し，ウランの検出限界として数

十 pgを達成した。TXRF及び SIMSによる標

準試料の測定例を図８に示した。

SIMSでは測定が困難なウラン濃縮工場で採

取されるウラン微粒子のような１µm以下の粒
子の分析に対応するため，フィッショントラッ

ク―表面電離型質量スペクトロメトリ（Fission

Track-Thermal Ionization Mass Spectrometry,

FT-TIMS）による分析方法を開発している。

分析の手順は以下の通りである。吸引捕集によ

りポリカーボネート製のメンブランフィルタ

（孔径：０．２µm）に粒子を回収し，溶剤で溶解
したのちフィルム（膜厚：７～１０µm）に調製
してトラック検出器とする。これを熱中性子で

照射したのちエッチング処理を行い，形成され

たフィッショントラックを顕微鏡で観察する

（図９参照）。フィッショントラックを含む小片

をレーザービームによって切り出し，これを

TIMS用のレニウムフィラメントに乗せて質量

スペクトルを測定する。

３・１・３ ホットセル試料分析

少量の試料を扱うための改良を図ることによ

り，ホットセル試料のバルク分析技術を開発し

た。試料の汚染を防止するため小型のクリーン

ボックス内で化学処理を行い，ウランとプルト

ニウムの分離・精製には，微粒のイオン交換樹

図７ ウランのプロセスブランクとその起源並びに

スワイプ材中のウラン量

図８ TXRFと SIMSによる標準試料の測定例
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脂（φ２５µm）を入れた小容量カラム（５０µL）
を用いた。ウランについては５～１００００ngの

範囲の試料量で，プルトニウムについては０．０１

～１００ngで，正確な分析値が得られ（誤差１％

以内），ウランとプルトニウムのプロセスブラ

ンクはそれぞれ０．０３ng及び０．０２pg以下であ

った。

４． ま と め

原子力機構はCTBT検証技術に係わる超高

感度放射能測定が可能な技術的専門機関として

重要な役割を担っている。CTBT監視システ

ムの整備の一環として，高崎では放射性核種監

視観測所が既に運用を開始しており，沖縄観測

所は２００６年に観測を開始する。また，世界８０

か所に設置される放射性核種監視観測所を技術

的に支援する世界１６か所のCTBT関連研究所

の一つとして，原子力機構原子力科学研究所に

CTBT東海公認実験施設を整備し，２００６年度

中に運用を開始する予定である。CTBT国内

データセンターでは，世界中の放射性核種観測

データを収集するとともに，その解析・評価の

ための技術開発を実施している。

最近の国際情勢の変化に伴い，未申告の原子

力活動を検認するための保障措置体制の整備，

運用が極めて重要となっている。保障措置環境

試料分析は，原子力関連施設の内部及び周辺か

ら採取した試料（スワイプ，土壌，水，植物な

ど）に含まれるウランやプルトニウムなどの極

微量核物質の同位体比分析を行うものである。

原子力関連施設内の壁，床や装置表面上の塵な

どをコットン製の布（スワイプ材）で拭き取り

採取した試料であるスワイプ試料を対象とした

分析は，原子力機構などの IAEAネットワー

ク分析所で行われている。原子力機構では，環

境試料中の核物質の同位体比を分析する方法と

して，バルク分析やパーティクル分析を用いて

試料中の極微量核物質の同位体比を測定してい

る。

CTBT検証技術及び保障措置環境試料分析

は，核軍縮・不拡散体制を支える重要な柱であ

り，核兵器のない世界を実現するための現実的

かつ具体的措置として，極めて重要な意義を有

している。今後とも，原子力平和利用に向けた

取り組みの一つとして，極微量核種分析の分野

において筆者らは更なる努力を続ける所存であ

る。

本報告書は，原子力機構 環境・原子力微量

分析研究グループのスタッフによる研究成果を

とりまとめたものである。
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